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特集報文：我が国の生産性向上に資する建設技術 

携帯電話基地局データを活用した
交通流動の把握手法 

新階寛恭・吉田純土・関谷浩孝
 

1．はじめに1 

 これまで、都市における交通流動を把握する方

法としては、質問紙の配布によるアンケート調査

手法の一つであるパーソントリップ調査（以下

「PT調査」という。）等が主に活用されてきた。

その一方で、最近はデータの即時性、統計的信頼

性、網羅性、取得の効率性等の観点から、いわゆ

る交通関連ビッグデータを都市交通分野に活用し、

スマートプランニングにより都市活動の生産性を

高めることが期待される。このうち特に、携帯電

話基地局データから生成される新たな人口統計情

報が注目されている。 

 本稿では、この携帯電話基地局データに関して

特徴を概説するとともに、他の統計データとの比

較による再現性の検証結果や当データの活用に関

する今後の展望について論じる。 

2．携帯電話基地局データの概要 

2.1 データの特徴 

携帯電話通信網においては、端末機器とのデー

タの送受信が常時速やかに行えるよう、一定周期

（概ね1時間）毎に、都市内で多数設置されてい

る基地局との間で端末の存在確認のための通信

（位置登録。以下「通信」という。）が行われてい

る。この通信による運用データを集計処理するこ

とにより、基地局が設置されている任意のエリア

において属性別（性別，年代別）に年間・終日を

通して人口の分布状況や流動状況を把握できる統

計が生成される。 

この統計は、端末利用者の承諾によらず自動的

に収集される通信データに基づくため、アンケー

ト調査と異なり、回答バイアスが生じない。また、

上記の統計として本研究において用いたNTTド

コモの「モバイル空間統計」は、加入者約7,300

万人1)の運用データを元にデータが作成されてお

り、サンプル数が他の統計と比して格段に多く、

──────────────────────── 
A Study on the Application of Mobile Spatial Dynamics to 
Traffic Monitoring 

統計的な信頼度も高い。 

2.2データの生成方法と種類 

「モバイル空間統計」は以下の3段階処理によ

り生成される。すなわち、携帯電話基地局から得

られた運用データに①統計作成に不要な個人識別

性を運用データから除去する「非識別化処理」、

②携帯電話普及率を加味して分布人口・流動人口

をエリアごとに推計する「集計処理」、③推計人

口のうち少数データを除去する「秘匿処理」を行

い、統計データが生成される2)（図-1）。 

 

図-1 データ生成の手順（モバイル空間統計）  

「モバイル空間統計」には「人口分布統計」と

「人口流動統計」の2種類がある（図-2）。 

「人口分布統計」は、メッシュや行政区画等で

区切られた任意のエリアに、特定の時間に分布す

る人口を集計したものである。 

一方、「人口流動統計」は、任意のエリア間を

移動した人口を集計したものであり、直感的には

PT調査等から得られるOD交通量に近い。なお、
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携帯電話基地局の運用データはあくまで端末の位

置情報であることから、流動人口の推計の際には、

端末が「移動」しているのか「滞留」しているの

かを判定する必要がある。 

 
図-2 モバイル空間統計の種類  

2.3 移動と滞留の判定3),4) 

 「人口流動統計」においては、移動と滞留の判

定を以下のように行っている。一つの端末につい

て、ある位置において通信が行われた基地局のカ

バーエリア（赤点線部分）の図心から、概ね1時

間後に次の通信が行われた基地局のカバーエリア

の図心までの距離が判定距離（本研究では1kmと

している。）以上である場合は「移動」と見なし、

判定距離未満である場合は「滞留」と見なす（図

-3）。通信がある毎にこのような判定を続け、「移

動」が始まる地点を起点とし、「滞留」が始まる

地点を終点とすることで1トリップを抽出し、こ

れを集計してOD交通量を算出する。 

 

図-3 移動と滞留の判定  

3．人口分布統計とPT調査の掛け合わせの

妥当性検証 5) 

 交通計画の実務において交通実態把握や交通需

要予測を行う際には、移動者の移動手段（鉄道，

自動車，徒歩等）や移動目的（通勤，私事，業務

等）の情報が必要となる場合が多いが、「モバイ

ル空間統計」においては、これらの情報が現時点

では直接的には含まれていない。そこで本章では、

「人口分布統計」において、本データを実務にお

いて活用する際の一つの手法として、PT調査結

果を掛け合わせることにより、これらの情報を付

加する方法を紹介する。また、他の統計データと

の比較によりこの掛け合わせデータの妥当性を検

証した結果について概説する。 

3.1 掛け合わせの方法 

 移動手段別の人口分布統計は、携帯電話基地局

の運用データから生成された時間帯別性別年齢階

級別の人口分布統計に、PT調査で得られた地域

毎の分布人口における時間帯別性別年齢階級別の

移動手段分担率を掛け合わせることにより作成す

る。また、移動目的別の人口分布統計についても、

同様にPT調査から得られた移動目的構成比を掛

け合わせることにより作成する（図-4）。 

 この方法により推計した、鉄道を利用して当該

日につくば市内に到着している時間帯別の人口分

布を図-5に示す。 

 
図-4 市区町村間のOD交通量の比較  

 

 

図-5 時間帯別の鉄道利用後滞留人口（つくば市）  
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3.2 掛け合わせの妥当性の検証 

 前節において推計したつくば市内の鉄道利用後

滞留人口の妥当性を検証するために、鉄道事業者

が公表する駅の平均乗車人員との比較を行った。 

 ここでは、①つくば市内就業者・通学者は、

12時時点において鉄道を利用してつくば市に到

着していた分布人口とほぼ同数で、帰宅時（1時

より前）にはつくば市内の駅から乗車し市外に出

ると想定する。また②つくば市内居住者は、2時

時点において鉄道を利用してつくば市内に到着し

ていた分布人口とほぼ同数で、出勤・登校時

（11時より前）にはつくば市内の駅から乗車し市

外に出ると想定する。鉄道利用者数は①と②の合

計であることから、12時点と2時時点の人口分布

統計の合計とつくば市内駅の平均乗車人員の合計

との比較を行った（図-6）。 

その結果、人口分布統計の①と②の合計値は

27,480人となり、つくば市内駅の平均乗車人員

の合計値25,277人とほぼ一致し、概ね妥当性が

確認された。 

 
図-6 人口分布統計と平均乗車人員の比較  

4．人口流動統計とPT調査との比較検証3),4) 

 本章では、携帯電話基地局データから生成され

た人口流動統計について、OD交通量をどの程度

正確に捕捉しているかを検証するために人口流動

統計とPT調査結果とを比較した一例を紹介する。 

4.1 総トリップ数の比較 

 ①平成26年11月時点の静岡市内各区及び藤枝

市、焼津市、島田市における人口流動統計（移動

判定距離：1km）と②平成24年10月に実施され

た静岡都市圏PT調査の実施結果をもとに対象地

域内の総トリップ数を比較すると、①は約204万

トリップ、②は約187万トリップとなり、両デー

タの値は、概ね一致した。②のPT調査が①の人

口流動統計より少ない理由としては、PT調査が

アンケート調査であるために回答者が近距離の移

動を記載していない可能性や、人口流動統計では

端末の僅かな変位による基地局の変更をトリップ

として判定している可能性が考えられる。 

4.2 市区町村間のOD交通量の比較 

 ①平成27年10月時点の東京都市圏内における

人口流動統計と②平成20年10～11月に実施され

た東京都市圏PT調査の実施結果をもとに、市区

町村間のOD交通量の比較を行った（図-7）。なお、

移動判定距離は基地局密度や実際のトリップ長等

を考慮し、1kmとしている。 

 市区町村内々トリップ（同一市区町村内のト

リップ）において、人口流動統計のOD交通量が

PT調査の2倍程度である一方で、内々トリップ以

外については、概ね双方のOD交通量は一致して

いる。内々トリップにおいて人口流動統計のOD

交通量の方が多い理由として、前節同様、PT調

査において回答者が近距離の移動を記入していな

いことや、端末の僅かな変位を人口流動統計では

トリップと捉えていることが考えられる。 

 

図-7 市区町村間のOD交通量の比較  
（各々の点は、ODペアを表している） 
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4.3 比較結果の考察 

 上述の結果より、人口流動統計とPT調査のOD

交通量に関しては市区町村間スケールでは一定程

度の一致を見ることができた。しかし、内々ト

リップ等の短い距離において、携帯電話基地局

データの特性上、人口流動統計が過大にトリップ

を捉えている可能性も考えられる。人口流動統計

を利用する際にはこのような特性を十分に認識す

る必要がある。 

5．まとめ 

 本稿では、携帯電話基地局データから生成され

る人口分布統計及び人口流動統計について、その

性質について整理した上で、データの妥当性の検

証を行った結果、既往統計との一定程度の一致が

確認された。ここで改めて、既往統計と人口流動

統計の特徴を整理すると表-1のようになる。人口

流動統計は、既往統計に比べ、サンプルの多さや

空間的、時間的な網羅性、データ取得の効率性を

有している利点があるものの、空間・時間解像度

が粗いこと、移動目的や移動手段が不明である等

の課題も残されている。 

 今後は、これらの課題に対応して、交通計画等

の実務上のニーズを踏まえた改良を行い、具体的

な政策実現に活用される汎用的なツールにしてい

くことが必要となる。このような取組を通じて、

詳細かつ網羅的な交通特性の把握が効率的に行え

るようになることで、より社会的要請に合致し、

都市の生産性向上に寄与する施策が展開されるこ

とが期待できる。 
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項⽬ PT調査 道路交通センサス
（OD量調査） ⼈⼝流動統計

調査対象 標本調査（都市圏居住
者の約2%）

登録⾞両（全国の⾞両の約
3%）

(株)NTTドコモの携帯電話所有者
（約7,000万⼈）

調査⽇ 特定の⽇ 特定の⽇ 365⽇いつでも
調査頻度 概ね10年 概ね5年 毎⽇24時間
調査地域 都市圏単位 ⽇本全国 ⽇本全国

属性 性別・年齢別・居住地別 ⾞籍地・⾞種等（運転者の
性別・年齢別等） 性別・年齢別・居住地別

時間解像度 時間単位 ⽇単位 時間単位

空間解像度
中ゾーン（最⼩は夜間⼈
⼝約15千⼈を⽬安とした
⼩ゾーン） ※

Bゾーン
基地局密度および電波到達範囲・建物
状況に依存
（都市部では中〜⼩ゾーンが⽬安）

移動の⽬的 ⼤まかな⽬的 ⼤まかな⽬的 把握不能
（ただし改善の余地あり）

移動⼿段 交通⼿段、経路 ⾃動⾞ 把握不能
（ただし改善の余地あり）




